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登別市水道事業経営戦略では、

「純損益」は２０２１年度からマイナスになる。
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２０２０年度から不足し、

２０２９年度では １３億円を超える不足額となる。
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支出の削減や未収金をできるだけ解消する経営努力の
みでは、事業運営ができない！

一定のルールの基づき、定期的に水道料金の改定
作業を行う。

このため、



4

【水道料金の改定周期について】

・２０１７年度から改定作業に着手

・２０１８年度は周知期間

・料金算定期間は、４年間
（今改定期は２０１９年度から２０２２年度まで）

1年度目 2年度目 3年度目 4年度目 5年度目 6年度目 7年度目 8年度目 9年度目 10年度目
２０１７年度 ２０１８年度 ２０１９年度 ２０２０年度 ２０２１年度 ２０２２年度 ２０２３年度 ２０２４年度 ２０２５年度 ２０２６年度

1回目 改定作業 周知期間
2回目 改定作業 周知期間

対象期間
対象期間
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【料金体系について】

基本料金

計量料金

・・・
使用水量の有無に関わらず、
水道使用者に負担をお願いして
いる料金

使用水量に応じて、水道使用
者に負担をお願いしている料
金

・・・

（水道メーター設置費、検針徴収経費等）

（電気代などの動力費、薬品費等）
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【現行料金表について】

【これまでの経緯】

・大口需要者の水使用の抑制

・生活用水の低廉化の配慮

〈理由〉

〈理由〉

・水の使用量に関係なく固定
的に要する経費を公平に負
担していただくため

（１） 逓増料金制度を採用

（２） 基本水量を５ｍ３とする

（税抜）
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一人の一日の使用水量は、約１８３リットル、１か月→約５．５㎥

【家事用】１か月あたり（税込）

１，２４２円（基本料金）

２，０５７円

３，９６９円

単身世帯（５㎥）

２人世帯（１０㎥）

４人世帯（２０㎥）
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内
部
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保
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不
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額
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収

入
水道料金 その他

損益勘定
留保資金

企業債
（借金）

支

出
人件費 維持管理費 減価償却費等

支払
利息

企業債償還金
（借金の返済額） 建設費
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【２０１８年度予算状況（現金のみ）】

不足額は１．１億円

収入 １２．２億円

8.1 0.7 3.4 1.1

水道料金 その他

企業債
（借金） 不足額

収

入

【億円】

1.3 2.9 0.8 2.8 5.5 

維持管理費等
企業債償還金
（借金の返済額） 建設費人件費 支払利息

【億円】

支

出

支出 １３．３億円
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【積立金をためるには】

積立金
取崩し

積立金
取崩し

利益

利益

積立金がたまらない。

積立金がたまる。
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【積立金をためる算定】

資産維持費＝対象資産×資産維持率

・対象資産とは・・・償却資産額の料金算定期間期首及び期末の平均残高

具体的には、次の費用である。

企業債償還金（借金の返済金）

施設の建設、改良、再構築に要する
費用（積立金）

工費増加額（物価上昇分）

①

②

③
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【当市の方針】

※ ②減価償却等不足分や③物価上昇分については、将来の更新を見据え
る必要はあるものの、現利用者に多くの負担を求めることになるため、資産維
持費には含めないこととする。

企業債償還金（借金の返済金）を
賄えるように算定する
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料金改定率を算出すると、
４７．１９％

借金の返済金を確保
する場合

料金改定率を算出すると、
３８．１４％

水道料金算定要領の
場合

水道利用者への影響が非常に大きい
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料金改定率を算出すると、２７．７４％

借金の返済額の半分を確保できるように
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【理由】

・純利益は、２０２３年度及び２０２９年度を除き確保

【料金改定率２７．７４％】

-0.01 

2.50 2.36 

2.14 

0.74 

-1.02 

0.60 0.49 
0.42 0.37 0.32 

-0.16 

-1.50

-1.00

-0.50

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029

純損益の推移
（億円）

（年度）



16

【理由】

・補てん財源残高は２０２３年度には２０１６年度並みの金額を確保

中長期的には健全経営に向かう
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【現行・改定料金表】 （税抜）



18

５ｍ３では、１２か月で ４，１２８円

１０ｍ３では、１２か月で ６，８５２円

２０ｍ３では、１２か月で１３，１４０円

【改定による年間影響額】

【水量毎の改定影響額】

２０％を超える料金改定

負担が非常に大きい
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【補てん財源２億５千万円の根拠】

２０１９年度から２０２２年度までの４年間の事業運
営に最低限必要な補てん財源残高（２億５千万円）
を毎年度確保できる改定率１９．４９％としたい。

（１）

（２）

過去の建設改良費に対する補てん財源残高により算出

現金現在高の推移より算出

【現時点における当市の考え方】



20

・純利益は、２０２２年度までは確保できるが、２０２３年度以降は確保

できない。
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・補てん財源残高は、２０２２年度まで２億５千万円確保できるが、

２０２３年度以降は確保できない
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【水道事業会計の今後の状況】

純利益も補てん財源残高も確保できる

２０１９年度から２０２２年度までの４年間は、

しかし、２０２３年度以降は、

純利益も補てん財源残高も確保できない

このことから、本改定率は、あくまでも

・４年間の事業運営をするための改定率

・次期改定期には、再度料金改定の検討が必要である。
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【現行・改定料金表】 （税抜）
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５ｍ３では、１２か月で ２，８９２円

１０ｍ３では、１２か月で ４，７７６円

２０ｍ３では、１２か月で ９，１８０円

【改定による年間影響額】

【水量毎の改定影響額】
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改定時期 ２０１９年４月１日

改定率 １９．４９％

【改定後の料金表】

公衆浴場用、臨時用及び
消防用は改定なし

（税抜）
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【審議会日程】

第１回審議会 平成３０年３月２８日

（委員の委嘱及び諮問）

第２回審議会 平成３０年４月２７日予定

（諮問案件の審議）

第３回審議会 平成３０年５月

（答申案の審議及び答申）

【市民への情報提供】

各審議会終了後に、広報のぼり
べつ及びホームページにて情報
提供

【議会への情報提供】

各審議会終了後に、観光・経済
委員会にて情報提供

平成３０年第３回定例会（９月議会）へ条例改正（案）提出予定

平成３１年４月１日料金改定（予定）


